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利根町（とねまち）
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〈e-mail〉

〈 住所 〉

男

300-1696

老齢人口割合

北相馬郡利根町大字布川841番地1

ｋ㎡
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山﨑　誠一郎

面積
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085642

全職員数

6,699

（人）

類型

％

38.8

総生産額（令和２年度）

②産業構造

％

区分
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（令和２年２月１日）

事業所数
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従業者数
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％
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農業就業人口主業農家数

③農業・工業・商業
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111,974総額・総数

55.86,821第３次 64,399

12,234
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（人・百万円）

％

農業

％

4,501

7.5

36.8

912

14,866

6,328

ステビア栽培米、あげせんべい、とねりん焼き、とね味噌、
利根豆達物語、シクラメン、ツルクビカボチャ、大吟醸利根
のさくら姫

1,718

84

製造品出荷額等
（R２.1.1～12.31）

従業者数

96,477

44,481

年間販売額 

④特産物

292

事業所数

（令和３年６月１日）

（令和３年６月１日）

製造業

卸・小売業

(百万円・人）

計

（R５.１.１住基人口）

13,645

億円

8,332

令和２年

普通会計関係
うち一般行政関係

0297-68-2211

ささき　よしあき

人条例定数

副町長

大越　勇一

11

info@town.tone.lg.jp
https://www.town.tone.ibaraki.jp

0297-68-7990

地方公共
団体コ－ド

24.86

②議会（令和５年５月10日現在）

党　派　別

議　　　　長

③職員数（令和４年４月１日現在）

〈 ＦＡＸ 〉

公営事業
会計関係

副議長

任　　　　期 令和9年4月29日

公明１人、共産１人、無所属９人

＜行政組織＞

長 佐々木　喜章

欠員

任 期

①長等（令和５年５月１日現在）

67

令和7年7月23日

就任回数

11 人

歳）

152 118

区分

7,981

国勢調査

人
口

女

2

＜町長＞
総務課
政策企画課
財政課
防災危機管理課
税務課
住民課
福祉課
子育て支援課
保健福祉センター
生活環境課
保険年金課
国保診療所
農業政策課
まち未来創造課
建設課

＜会計管理者＞
会計課

＜教育委員会＞　＜教育長＞
学校教育課
生涯学習課
指導課

＜議会＞
議会事務局

＜各行政委員会＞
農業委員会事務局
選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
固定資産評価審査委員会事務局

合計
④機構図（令和５年４月１日現在）

全職員数
の  推  移 173

平成31年4月1日 令和2年4月1日

171 172

現議員数

第１次

6,138

17,473

男

174

一般行政職の
平均給料月額

百円 98.2
地域手当
補正後

ラス指数

ラスパイレ
ス指数3,000 98.2

④有権者数（令和５年３月１日現在）

令和3年4月1日
8,467

平成２２年 平成２７年

世帯数

⑤老齢人口割合

9,006

16,313

6,258

7,858

15,340

7,245

常住人口

（令和５年４月１日）

地域指定

昭和30年１月１日　合併
布川町　文村　文間村　東文間村

近郊整備
過疎

＜概要＞

①沿革

法非適用（公共下水）

一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災
害　市町村会館管理　滞納処分等
水道　下水道使用料徴収　ごみ　し
尿　消防　共同研修　水防

市町村内
総生産 1,120 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

①生産・所得（令和２年度）

756

法人番号 7000020085642

③人口・世帯数

   利根町は、茨城県最南端の利根川流域にあり、都心から
40km圏内に位置し、地形のほとんどが平坦で気候も温和で
過ごしやすい。
   また、豊かな水と肥沃な水田に恵まれ、良質な米を生産
して、農業の町として発展。昭和40年代後半から、相次ぐ住
宅開発による東京のベッドタウン化が進み、自然環境と調
和のとれた町づくりを推進している。

6,946

女

45.4
有権者数

7,621

②地勢・風土等

7,482

公営企業
※令和５年３月31日現在



百万円

経常収支比率 ％

積立金現在高（C)

0.396

84.4

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

( 350.0 )

2,648

3,314

4,021

5,398

564

標準財政規模（令和４年度）

債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

百万円

百万円

百万円

百万円

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

奨学金返還支援補助金に加え、結婚新
生活支援事業補助金や、新築マイホーム
取得助成金などにより、定住促進を図る
ものである。

防災に関するコンサルティングを行うアド
バイザー事務の委託や、補助金の交付
により、自主防災組織の活性化を図り、
災害対応の向上を図るものである。

令和６年４月にコミュニティ・スクールを立
ち上げ、地域と学校とが密接に結びつい
た利根町ならではの学校づくりを進める
ものである。

次世代を担う起業家の発掘を目的とした
創業支援のほか、若者会議「とねまち未
来ラボ」の活動により、地域や商店街の
活性化を図るものである。

小学校統合により閉校となった、旧文小
学校と旧文間小学校を、学校跡地利活
用方針・利活用計画に基づき、利活用に
向けた設計を行うものである。

＜主要課題＞
　・人口減少対策
　・教育行政の見直し

＜特色のある行政＞
　・高齢者買い物支援事業
　・利根町みんなのまち基本条例
　・まちなか・商店街活性化事業
　・日本ウェルネススポーツ大学との連携
　・英語教育の充実
　・妊娠・出産祝い品支給事業

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) [24,378]

[7,343]

[16,143]

・普通会計に関する主な指標

[85.7]

財政力指数（令和４年度） [0.677]

[28.8]

( 25.0 )1.5

将来負担比率

8
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まちなか・商店
街活性化事業
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[5,315]

[26,406]
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実質公債費比率
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（R５）
学校跡地利活用
事業

[6.3]

△ 39

％

うち繰出金

△ 30.5

△ 2.2

△ 35.8

-

うち単独

720

人件費

扶助費

529普通建設事業費

529

434

うち補助

1,436

△ 19.6

－

7.8

△ 21.0

△ 1,240

17.7
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3.4

5.1
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うち繰入金

歳　　　出

△ 129
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3.3

△ 15.5

2.1

△ 19.6
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313

47

△ 81

11.8

増減額決算額

市町村税合計
（国保除く）

＜公共施設整備状況＞（令和３年度）

△ 7,772

）

固定資産税
（構成比）

（

校

37.0

小学校 ※１

増減率

△ 14.5

1,381,871

3

-

②主な歳入・歳出（令和３年度）

構成比

2.9

[97.2]

98.5

660,945

）2.7

市町村民税・個人
（構成比）

市町村民税・法人
（構成比）

50.6

481,227

（ ）

） 50.7

（千円・％）

699,787

徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（令和３年度）

調定額 収入額区分

511,762

[98.7]

(

37,120

(

）

94.4

（

37,675

令和３年度決算

-

7,030,257

-

△ 15.5

68,243

△ 14.5
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＜財政状況＞

①決算収支

区分

279,529

令和２年度決算

6,750,728

形式収支

歳　　入 8,225,963

歳　　出 7,990,967

（千円・％）

234,996

278,808

増減率

△ 135

（百万円・％）

△ 1,231 △ 49.5

△ 1,196
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実質収支
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210,565

1,304

2,330

単年度収支 △ 17,597

歳　　　入

実質単年度収支

18.5

7,030

△ 3.9

コミュニティ・ス
クールサポート
事業

R３
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定住促進事業1.0
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R５
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公債費

その他の経費 △ 1,424

10.7

48.13,247

投資的経費
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か所

1,304,245
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体育館

※１は令和４年度
道路改良率・舗装率は令和２年
度
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3
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①主要施策実施状況
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R４
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防災事業

名　　称

公民館等

（百万円）

概　 算
事業費

＜主要施策等＞

か所

96.2上水道等普及率戸0

汚水処理普及率 ％95.1

1

校

32.3

公営住宅

幼稚園 ※１

認定こども園 ※１

保育所 ※１

図書館

0

校

1 か所

2

3

2 か所

7.9

％

か所

か所

園

園

児童館

か所

68.1

義務教育学校 ※１

中学校 ※１

か所

％

0プ－ル

0

14老人福祉施設

道路舗装率

道路改良率 52.0

病院・一般診療所 11

地方税

33.1

1,631

205うち臨財債

その他

国庫支出金

地方債 7.2

17.9

171

508

21.3

7.8

区　　分

義務的経費

－

地方交付税

6,751

44.1

289

2,975

4.1

1,257

23.3


